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【表１】 世帯主の個人番号（マイナンバー）確認書類及び本人確認書類の写し 

Ⅰ 個人番号確認書類 
①～③のいずれか１点 

① マイナンバーカード（裏面） 

② 個人番号通知カード 

③ マイナンバーが記載されている住民票の写し 

Ⅱ 本人確認書類 
(Ａ)又は(Ｂ)のいずれかをご準備く

ださい。 

(Ａ)顔写真付きの証明書１点 (Ｂ)顔写真のない証明書 2 点 

⚫  マイナンバーカード（表面） 

⚫  運転免許証 

⚫  旅券(パスポート) 

⚫  在留カード 等 

⚫  資格確認書 

⚫  児童扶養手当証書 

⚫  国民年金手帳 

⚫  キャッシュカード 等 

 

【表２】 年間収入申告書及び給与証明等の収入を証明する書類又は市（都）民税申告書受付書の写し 

要 件 必要書類 

令和８年１月１日時点に国内に住民票のない方 令和７年分の年間収入申告書（★）及び給与証明等 

令和９年１月１日時点に国内に住民票のない方 令和８年分の年間収入申告書（★）及び給与証明等 

市（都）民税が未申告の方 
市民税課にて市民税を申告のうえ、市（都）民税申告書

受付書の写しを提出してください。 

※ （★）のついた書類は、府中市保育支援課の様式で作成してください。 

＜備 考＞ 

保育料等の補助額、施設等利用給付認定（３号認定）及び新制度移行園における副食費免除の該当有無

は、市町村民税所得割課税額を基に判定します。必要書類の提出が無い場合は、課税額の確認ができない

ため、保育料等の補助額については【別表１】の最高階層（市町村民税所得割課税額が２５６，３００円

を超える世帯）を適用し、施設等利用給付認定（３号認定）及び副食費免除については該当なしとします。 

なお、４月～８月分（前期）は令和８年度の市民税所得割額を基に、９月～３月分（後期）は令和９年

度の市民税所得割額を基にそれぞれ決定します。 

 

【表３】 その他 

要 件 必要書類 

生活保護法第６条第２項に規定する要保護者 生活保護受給証明書 

母子及び父子並びに寡婦福祉法による配偶者のない者で現に児童を扶

養している者 

⑴ ひとり親家庭状況申告書（★） 

⑵ ひとり親を証明する書類（「ひとり親家庭状

況申告書」の裏面参照。） 

身体障害者福祉法第１５条第４項の規定により身体障害者手帳の交付

を受けた者（在宅の者に限る。） 
身体障害者手帳の写し 

療育手帳制度要綱の規定により療育手帳の交付を受けた者（在宅の者に

限る。） 
療育手帳の写し 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第４５条第２項の規定によ

り精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者（在宅の者に限る。） 
精神障害者保健福祉手帳の写し 

特別児童扶養手当等の支給に関する法律に定める特別児童扶養手当の

支給対象児童（在宅の者に限る。） 
当年度の特別児童扶養手当証書の写し 

国民年金法に定める国民年金の障害基礎年金の受給者その他適当な者

（在宅の者に限る。） 
年金証書又は年金振込通知書の写し 

※ （★）のついた書類は、府中市保育支援課の様式で作成してください。 

 

【別表１】保育料補助金（都分）補助金額一覧（月額） 

補助区分 第１子 第２子 第３子以降 

１ 
生活保護世帯 

6,200 円 6,200 円 6,200 円 
市町村民税所得割非課税世帯（ひとり親世帯等に限る。） 

２ 

市町村民税所得割非課税世帯（ひとり親世帯等を除く。） 

3,200 円 6,200 円 6,200 円 市町村民税所得割課税額が 77,100 円以下となる世帯 

（ひとり親世帯等に限る。） 

３ 
市町村民税所得割課税額が 77,100 円以下となる世帯 

（ひとり親世帯等を除く。） 
1,800 円 1,800 円 6,200 円 

４ 市町村民税所得割課税額が 77,100 円を超え 211,200 円以下となる世帯  1,800 円 1,800 円 5,600 円 

５ 市町村民税所得割課税額が 211,200 円を超え 256,300 円以下となる世帯  1,800 円 1,800 円 5,000 円 

６ 市町村民税所得割課税額が 256,300 円を超える世帯 1,800 円 1,800 円 1,800 円 

 


